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地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成 

２９年度土浦市水道事業会計決算並びに証書類，事業報告書及び政令で
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平成２９年度土浦市水道事業会計決算審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

 

 １ 平成２９年度土浦市水道事業会計決算 

２ 決算に関する証書類，事業報告書，その他政令で定める書類 

 

 

第２ 審査の期間 

 

平成３０年７月１０日から同年７月２５日まで 

 

第３ 審査の方法 

 

審査は，決算書及び附属書類が適法に作成され，その計数は正確であるか，事業の経営成

績及び財政状況が適正表示されているか，また，企業の経済性の発揮と公共の福祉を増進す

るように管理運営されているか等の諸点に主眼をおいて，関係諸帳簿と照合確認するととも

に関係職員の説明を求め，併せて先に実施した定期監査及び例月出納検査の結果も考慮に入

れて慎重に審査を行った。 

 

第４ 審査結果及び意見 

 

 １ 審査結果 

 

審査に付された決算書及び附属書類は，いずれも関係法令に準拠して作成され，その計

数は正確であり，事業の経営成績及び財政状況は適正に表示されていると認められた。ま

た，企業運営も独立採算制を堅持し効率的な運営が図られる等，企業の経済性の発揮と公

共の福祉を増進するように配慮し運営されていると認められた。 
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２ 審査意見 

 

（１）業務実績について 

給水人口は 135,316 人で，前年度に比べ 42人減少しており，給水件数は 59,997 件で，

前年度に比べ 107 件減少している。年間総配水量は 14,729,334 ㎥で，前年度に比べ

165,251 ㎥増加している。また，年間総有収水量は 13,611,982 ㎥で，前年度に比べ 95,098

㎥増加しており，有収率は 92.4％で，前年度に比べ 0.4 ポイント低下している。 

これらの要因としては，給水件数の減少は，主に団体用給水件数の減少によるもので

ある。一方，年間総配水量の増加は，工業用の大口利用者で大きな利用の減少があった

ものの，家事用，営業用の利用が増加したことによるものである。 

有収率は，前年度に比べ 0.4 ポイント低下したが，同規模平均 87.1％，全国平均 91.7％

に比べ，高い水準を維持している。これは，平成２２年度から実施している漏水調査に

よる修繕が進み，無効水量が減少しているためと考えられる。しかしながら，平成２７

年度以降，有収率は若干低下していることから，引き続きその向上に努めるとともに，

安全で良質な水道水の安定供給に努められたい。 

 

（２）経営成績について（税抜き） 

本年度の総収益は 3,249,563 千円で，前年度に比べ 26,989 千円（0.8％）増加し，総

費用は 3,146,525 千円で，前年度に比べ 43,932 千円（1.4％）増加している。 

総収益においては，主に給水収益が増加している。これは，工業用の利用料金が減少

したものの，家事用，営業用の利用料金が増加したことが主な要因である。 

一方，総費用においては，主に減価償却費が増加している。これは，本年度に右籾配

水場を更新したことにより，機械及び装置減価償却費，構築物減価償却費が増加したこ

とが主な要因である。 

結果として事業収支は，本年度 103,038 千円の純利益があるものの，前年度に比べ

16,943 千円（14.1％）の減益となっている。 

なお，未収金は 358,077 千円で，前年度に比べ 18,355 千円（4.9％）減少し，また，

不納欠損処分額は 4,146 千円で，前年度に比べ 1,881 千円（31.2％）減少している。 

未収金の徴収については，今後も未納者に対し粘り強い対応を継続することで収納率

の向上と滞納の長期化・高額化の防止に努められたい。特に，長期間の滞納により累積

滞納額が高額となっている事案については，その後定期的な分納が履行されているとこ

ろではあるが，滞納解消に至るまで引き続き管理に万全を期されたい。 

不納欠損の処理については，今後も法令等を遵守し，適正に処理されたい。 
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（３）財政状況について 

本年度の資産合計及び負債資本合計は 23,093,663 千円で，前年度に比べ 204,979 千円

(0.9％)増加している。 

財政状態を示す指標である流動比率は 311.7％で, 同規模平均 309.0％と比べ上回っ

ているものの，全国平均 316.0％と比べ下回っている。当座比率は 308.3％で,同規模平

均 302.2％，全国平均 303.2％と比べ上回っている。自己資本構成比率は 72.3％で, 同

規模平均 67.9％と比べ上回っているものの，全国平均 73.6％と比べ下回っている。全体

として健全な財政状況であると認められるものの，流動比率，自己資本構成比率は全国

平均を下回っていることも踏まえ，引き続き財政基盤の強化に努められたい。 

 

（４）建設改良事業について 

本年度の建設改良事業については，1,231,220 千円を投入し，配水管や配水場等の施

設の整備を行っている。 

配水管整備事業は，市内布設路線等への配水管新設工事延長 4768.1m を実施し，管網

の拡充に努めている。さらに，老朽管更新事業については，布設替工事延長 5605.9m と

輻輳管改修工事延長 35m を実施している。また,配水場整備事業については,昭和４５年

建設の老朽化した右籾配水場の更新を行なっていたが,本年度は場外配管工事及び場内

整備工事が完了し,稼動を開始している。 

これらの施設の整備事業は，将来にわたって安心・安全な水道水を安定的に供給して

いく上で必要不可欠であることから,今後も計画的な施設更新を行われたい。 

また，施設更新には財源確保が重要な課題である。収支のバランス，内部留保資金の

保有高，企業債の借入状況等を総合的に判断し，財源確保に努められたい。 

 

（５）貯蔵品のたな卸について 

本年度の貯蔵品は 5,307 点で，保管高は 25,889 千円となっている。 

貯蔵品のたな卸については，帳簿たな卸及び実地たな卸の方法により受払いごとに適

正に行われていた。 

今後とも帳簿たな卸と実地たな卸を併用し，適正な貯蔵品の管理に努められたい。 

 

（６）まとめ 

今年度は，前年度に比べ給水収益は増加したものの，人口の減少など社会的な要因に

より，経営基盤の根幹をなす給水収益の大きな伸びは期待できない状況にある。また，

大口利用者において，水道利用量の大幅な減少もみられた。これらを考慮すると，長期
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的には給水収益は減少していくことが予想される。 

一方，昭和５０年代以降に多く布設された配水管は，順次耐用年数を迎えており，更

新の必要が生じている。同時に，既存の配水管や配水場の老朽化に伴い，維持管理にか

かる経費も増加していくことが見込まれる。また，右籾配水場は更新されたところであ

るが，他の配水場等の機械設備も定期的な更新が必要となっている。 

このような状況下においては，現在は利益剰余金を有し，安定した経営状態を維持し

ているとはいえ，将来的には経営環境が厳しいものになると考えられることから，引き

続き経費の節減，支出の抑制に努めることで経営基盤・財務体質の強化を図るとともに，

長期的な視点で施設の効果的，効率的な維持・更新に努めることで，将来を見据えた，

安定的で持続可能な水道事業経営を行われたい。 
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第５ 決算の概要 

 

１ 業務実績 

 

本年度の業務実績を前年度と比較すると，次表のとおりである。 

　　　　区　　　　分

   Ｈ/Ｅ（％）

 Ｆ/Ｄ（％）

 Ｆ/Ｇ（％）

 Ｇ/Ｄ（％）

職 員 数 (人) 21 21 0 0.0

負 荷 率 91.6 91.5 0.1 －

最 大 稼 働 率 62.9 62.3 0.6 －

有 収 率 92.4 92.8 △ 0.4 －

施 設 利 用 率 57.6 57.0 0.6 －

1.0

年 間 総 有 収 水 量 (㎥) Ｈ 13,611,982 13,516,884 95,098 0.7

一 日 最 大 配 水 量 (㎥) Ｇ 44,055 43,605 450

1.1

一 日 平 均 配 水 量 (㎥) Ｆ 40,354 39,902 452 1.1

年 間 総 配 水 量 (㎥) Ｅ 14,729,334 14,564,083 165,251

送 配 水 管 延 長 (ｍ) 870,476 863,846 6,630 0.8

給 水 件 数 (件) 59,997 60,104 △ 107

0.0配 水 能 力 (㎥/日) Ｄ

95.7

70,000 70,000 0

0.3 －

135,358

△ 0.2

△ 0.0

普   及   率
　Ｃ/Ａ   （％） 94.8 94.5 0.3 －

　Ｃ/Ｂ   （％）

141,459 141,907 △ 448 △ 0.3

行 政 区 域 内 人 口

95.4

現 在 給 水 人 口 (人) Ｃ 135,316

業　　　務　　　実　　　績　　　表

区　　　　分 平成２９年度 平成２８年度

△ 42

△ 0.3

給 水 区 域 内 人 口 (人) Ｂ

比　較　増　減

増　減 増減率(％）

(人) Ａ 142,734 143,182 △ 448

 

本年度の給水人口は 135,316 人，給水件数は 59,997 件で，前年度に比べ給水人口は 42

人（0.03％）減少し，給水件数は 107 件（0.2％）減少している。 

普及率は，前年度に比べ行政区域内人口に対し 0.3 ポイント，給水区域内人口に対し

ても 0.3 ポイント向上している。 

年間総配水量は 14,729,334 ㎥で，前年度に比べ 165,251 ㎥（1.1％）増加し，年間総

有収水量は 13,611,982 ㎥で，前年度に比べ 95,098 ㎥（0.7％）増加している。有収率は
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92.4％で，前年度に比べ 0.4 ポイント低下している。 

また，建設改良事業として配水管の布設等により，送配水管の延長は 870,476ｍで，前

年度に比べ 6,630ｍ（0.8％）増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

 

予算の執行状況は次表のとおりである。 

 

（１）収益的収入及び支出 

 

ア 収  入 

　 （単位：千円・％）

Ｂ/Ａ

98.7

98.8

1 99.0

2 39.5

3 106.6

95.2

1 37.5

2 101.0

3 1496.0

4 8.3

0.0

長期前受金戻入 0 0

0

１ 水 道 事 業 収 益

3,448,018

補 正

１ 営 業 収 益 3,448,018

款・項・目

3,551,504 3,503,586

9,006

91,838

その他営業収益 14,961

103,486

985

消費 税 還 付金 9,006

受 取 利 息

0

受託工 事 収益

3,414,503

18,554

２ 営 業 外 収 益 103,486

18,554

0

0

2,367

95591,838 92,793

0

887

△ 32,730

△ 1,480

△ 8,257

△ 4,943

△ 11,230

3,551,504

0

3,381,773

地方公営企
業法第24条
第3項の規定
による支出
額に係る財
源充当額

14,9610

0

0 7,324

15,946

2,367

給 水 収 益

0

0

0

00

0

0

0

収入率

△ 42,9753,405,043

計

△ 47,918

98,543

749

3,414,503

Ａ

0 0 0

当　初

予算額に比べ
決算額の増減

予　　　　算　　　　額
決算額

Ｂ

３ 特 別 利 益 0 0

3,839雑 収 益 275 0 0 275 4,114

 

 

水道事業収益の決算額は 3,503,586 千円で，予算額に対し 98.7％の収入率となって

いる。この内訳及びそれぞれの収入率は，営業収益 3,405,043 千円（98.8％），営業

外収益 98,543 千円（95.2％）となっている。 
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イ 支  出 

（単位：千円・％）

Ｂ/Ａ

74.8

51,418

1

0

0

固 定 資 産
1

0
0 0.01

除 却 損 0
0 0

95.7

皆増
売 却 損 0
固 定 資 産

0

3

10,000

0

0

0

0

0

4

資 産 減 耗 費 15,000
0

0
0

0 00

56,297

234

10,000

0

44

0

1

3,783

△ 44

0

0

0

48,651

0

0
0

0

95,160

66

861,120

1

0

0

0

△ 1,924

3,000

0

0

0

0

0

1

861,120

３ 特 別 損 失

修 正 損

0 10,000

0

４ 予 備 費

0

0

0

0

支 払 利 息

雑 支 出

1

48,651

7

2

その他営業費用

95,227

1

そ の 他

0
3

１ 営 業 費 用

１ 水 道 事 業 費 用

0

0

△ 2,852

0

4

配 水 及 び
給 水 費

6

業 務 費

受 託 工 事 費

総 係 費5

2 457,280

受 水 費
1

款・項・目

原 水 及 び
1,728,532

3,460,621

21,821

3,303,742

0

0
0

0

0
△ 2,852

0
900

0

△ 1,055
162,636

△ 773

21,821

0

1,729,429
△ 3

3,300,890

0
163,691

0

1

57

51,652

0

0

0

0

13,285149,351

95,160

過 年 度 損 益

0

9

0

2,465

8,793 13,028

364,679

849,825

3,457,769

3,163,150

91,831

1,726,964

137,740

不用額

予　　　　算　　　　額

流用･充用

計

Ｂ

補正

148,193

456,510

決算額

0

0

0

0

3,309,576

52,321

95,227

0

0

0

0

15,000

95,008

11,217 0

94,951

1

0

0

2,723

219

0

0

209

277

1

消 費 税

66

51,652

0

48,651

54,373 2,052

0

当　初

11,295

3
特 別 損 失

3

減 価 償 却 費

地方公営企
業法第26条
第2項の規定
による繰越

額

地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額 Ａ

95.8

99.9

79.9

2 3,000 90.8

100.0

２ 営 業 外 費 用

8

99.8

40.3

91.8

96.2

98.7

0.0

0

執行率

0.0

86.4

99.5

0.0

翌年度繰越額

99.8

 
 

水道事業費用の決算額は 3,309,576 千円で，予算額に対し 95.7％ の執行率となっ

ている。この内訳及びそれぞれの執行率は，営業費用 3,163,151 千円（95.8％）,営業

外費用 95,007 千円（99.8％），特別損失 51,418 千円（99.5％）となっている。 

特に執行率の低い受託工事費は，配水管移設工事が当初見込みよりも少なかったこ
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とによるものである。 

 

（２）資本的収入及び支出 

    

ア 収 入 

　　　　　　　 （単位：千円・％）

Ｂ/Ａ

67.9

62.5

1 62.5

69.9

1 69.9

83.0

1 83.0

88.6

1 88.6

△ 10,463

３ 工 事 負 担 金 16,320 0 0 16,320 13,542

0

81,486

0

△ 2,778

収入率

△ 164,747

款・項・目

16,320 13,542

１ 企 業 債

１ 資 本 的 収 入

Ｂ

250,000

当　初

予算額に比べ
決算額の増減

計

Ａ

予　　　　算　　　　額

企 業 債 △ 150,000

△ 150,000

△ 1,506

工 事 負 担 金

△ 10,4630

348,522513,269

△ 2,778

81,486

250,000

413,269

91,949

300,000

加 入 金

16,320

91,949

決算額

400,000

補正

地方公営企業法
第26条第1項の規
定による繰越額
に係る財源充当

額

100,000

3,494

100,000

3,494

0

0

0

5,000

400,000

0

91,949

5,000

0

0

４ 加 入 金 91,949

２ 他 会 計 負 担 金

100,000

00

300,000

5,000 △ 1,506一般会計負担金 5,000 0 0

 

 

資本的収入の決算額は 348,522 千円で，予算額に対し 67.9％の収入率となっている。

この内訳及びそれぞれの収入率は，企業債 250,000 千円 （62.5％），他会計負担金 3,494

千円（69.9％），工事負担金 13,542 千円（83.0％），加入金 81,486 千円（88.6％）

となっている。 

収入率の低かった企業債は，翌年度に繰越した配水管布設替工事や神立配水場機械

工事に伴う起債を，同様に繰越したことによるものである。 
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イ 支 出 

　　　　　　　　　　　　 （単位：千円・％）

Ｂ/Ａ

不用額

翌年度繰越額
決算額

131,578

67,179949,542

64,399

1,707,521 134,578

1

1

3,0000

379,817

72.4

執行率

77.0

Ｂ

0.0

75.3

66.1

100.0

100.0

571,921

1,261,813 245,092

0379,817379,818

1,327,704

129,360

379,818

392,240

地方公営企
業法第26条
第1項の規
定による繰

越額

379,818
0

0

△ 569

1,833,734

計

Ａ

2,216,552

予　　　　算　　　　額

378,162167,986

0

0
3,0000

1,038,128

企業債 償 還金 0

0
0

0
403,935

379,818 0

３ 予 備 費

0

△ 569

営 業 設 備 費

1 配 水 設 備 費

1

2

3,000

款・項・目

0

0

１ 資 本 的 支 出

地方公営企業
法第26条第1項
の規定による
繰越額に係る
財源充当額

0

２ 企 業 債 償 還 金

１ 建 設 改 良 費

224,254

△ 569
0

392,240

0

流用･充用

1,442,063

374,452

374,452

補正

当　初

1,824,881

 

 

資本的支出の決算額は 1,707,521 千円で，予算額に対し 77.0％の執行率となってい

る。この内訳及びそれぞれの執行率は，建設改良費 1,327,704 千円（72.4％），企業

債償還金 379,817 千円 （100.0％）となっている。 

建設改良費については，配水管布設替工事や神立配水場機械工事等を翌年度に繰越

したことから，執行率が 72.4％となっている。 

なお，資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 1,358,999 千円の補てん財

源は，次表のとおりである。 

（単位：千円）

90,448

過年度分損益勘定留保資金

当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額

当年度分損益勘定留保資金 118,684
348,522

収　入 支　出 不足額

1,120,278

補　　て　　ん　　財　　源

1,707,521 1,358,999
減債積立金 29,589

区分

決

算

額
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３ 経営成績【損益計算書】 

 

本年度の経営状況は，総収益 3,249,563 千円に対し総費用 3,146,525 千円で，差し引き

103,038 千円の純利益となっている。 

また，経常収益 3,249,563 千円に対し経常費用 3,095,107 千円で，差し引き 154,456 千

円の経常利益となっている。 

年度別の収益と費用及び収支比率は，次表のとおりである。 

年 度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

総 収 益 (a) 3,239,763 3,279,606 3,318,356 3,222,574

総 費 用 (b) 3,032,702 3,185,912 3,154,407 3,102,593

純 利 益 (a)-(b) 207,061 93,694 163,949 119,981

す う 勢 比 100.0 45.2 79.2 57.9

経 常 収 益 (c) 3,238,274 3,278,492 3,318,343 3,222,574

経 常 費 用 (d) 3,023,644 3,115,399 3,103,753 3,047,339

経常利益(c)-(d) 214,630 163,093 214,590 175,235

す う 勢 比 100.0 76.0 100.0 81.6

＊経常収益＝営業収益＋営業外収益　　経常費用＝営業費用＋営業外費用

3,146,525

平成２９年度

72.0

3,249,563

3,095,107

154,456

3,249,563

103,038

49.8

（単位：千円・％）

 

 

総収益

総費用

経常収益

経常費用

平成２９年度

103.3

105.0

算　　式

×100

×100

103.9

平成２８年度

総収支比率（％） 106.8

経常収支比率（％） 107.1

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

102.9 105.2

105.2 106.9 105.8
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（１）収 益 

収益の構成を見ると，営業収益が 97.1％，営業外収益が 2.9％となっており，営業収

益中の給水収益が，総収益の 96.4％を占めている。 

 

ア 営業収益 

営業収益は 3,154,735 千円で，前年度に比べ 26,442 千円(0.8％)増加している。 

（ア）給水収益 

営業収益の主体である給水収益は 3,131,540 千円で，前年度に比べ 22,330 千円

(0.7％)増加している。 

 なお，年度別の給水収益は，次表のとおりである。 

給　水　収　益　の　年　度　別　比　較　表

（単位：千円・％）

区　　　分
水　道　料　金

Ａ
量水器使用料

Ｂ
計

Ａ＋Ｂ
すう勢比

平成２５年度 3,183,948 28,011 3,211,959 100.0

平成２６年度 3,137,724 28,581 3,166,305 98.6

平成２７年度 3,164,884 29,104 3,193,988 99.4

平成２８年度 3,079,648 29,562 3,109,210 96.8

平成２９年度 3,101,434 30,106 3,131,540 97.5
 

 

（イ）受託工事収益 

道路改良工事等に伴う水道施設受託工事の収入であり，本年度は7,249千円で，

前年度に比べ 3,254 千円(31.0％)減少している。これは，主に道路や下水道工事

に伴う配水管移設工事費にかかる収益が，本年度6,311千円で，前年度に比べ3,492

千円（35.6％）減少したことによるものである。 

（ウ）その他営業収益 

設計審査等手数料と他会計負担金であり，本年度は 15,946 千円で，前年度に比

べ 7,366 千円(85.9％)増加している。これは，主に消火栓付替工事にかかる他会

計負担金が，本年度 12,798 千円で，前年度に比べ 7,603 千円（146.4％）増加し

たことによるものである。 

 

イ 営業外収益 
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営業外収益は，金融財務活動その他主たる営業活動以外の原因により生じた収益

であり，本年度は 94,828 千円で，前年度に比べ 547 千円(0.6％)増加している。こ

れは，受取利息や雑収益が減少したものの，長期前受金戻入が 2,401 千円（2.7％）

増加したことによるものである。 

 

（２）費 用 

費用の構成を見ると，営業費用が 95.4％，営業外費用が 3.0％，特別損失が 1.6％と

なっており，営業費用中の原水及び受水費が総費用の 50.8％を占めている。 

 

ア 営業費用 

営業費用は 3,000,103 千円で，前年度に比べ 53,809 千円(1.8％)増加している。 

（ア）原水及び受水費 

本年度は 1,599,805 千円で，前年度に比べ 5,893 千円(0.4％)増加している。こ

れは，主にこの費用の大部分を占める受水費が本年度 1,581,393 千円で，前年度

に比べ 3,186 千円(0.2％)増加したこと等によるものである。 

（イ）配水及び給水費 

本年度は 339,968 千円で，前年度に比べ 1,845 千円(0.5％)減少している。これ

は，主に路面復旧費が本年度 8,271 千円で，前年度に比べ 6,261 千円（311.6％）

増加した一方，各配水場等の機械設備や漏水等による配水管修理にかかる費用の

減少により，修繕費が本年度 78,667 千円で，前年度に比べ 12,998 千円（14.2％）

減少したこと等によるものである。 

（ウ）受託工事費 

本年度は8,288千円で，前年度に比べ3,948千円(32.3％)減少している。これは，

主に配水管移設工事にかかる工事請負費が本年度 6,138 千円で，前年度に比べ

3,951 千円(39.2％)減少したこと等によるものである。 

（エ）業務費 

本年度は 139,221 千円で，前年度に比べ 8,925 千円(6.0％)減少している。これ

は主に料金徴収業務委託が本年度 117,408 千円で，前年度に比べ 8,234 千円

（6.6％）減少したこと等によるものである。 

（オ）総係費 

本年度は 51,779 千円で，前年度に比べ 4,001 千円(7.2％)減少している。これは

主に退職手当負担金が本年度 9,022 千円で，前年度に比べ 3,266 千円（26.6％）減

少したこと等によるものである。 

（カ）減価償却費 
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本年度は 849,825 千円で，前年度に比べ 72,622 千円(9.3％)増加している。こ

れは主に右籾配水場の更新に伴い，構築物減価償却費が本年度 663,617 千円で，前

年度に比べ21,364千円(3.3％)，機械及び装置減価償却費が本年度169,753千円で，

前年度に比べ 48,838 千円(40.4％)増加したこと等によるものである。 

（キ）資産減耗費 

本年度は 11,217 千円で，前年度に比べ 5,987 千円(34.8％)減少している。これ

は，送・配水管や量水器等の除却に伴う固定資産除却費が本年度 10,349 千円で，

前年度に比べ 6,855 千円(39.8％)減少したこと等によるものである。 

 

イ 営業外費用 

営業外費用は，金融財務活動に伴う費用及び経常的活動以外の活動によって生ず

る費用であり，本年度は 95,004 千円で，前年度に比べ 6,041 千円(6.0％)減少して

いる。これは，この費用の大部分が企業債への支払利息であり，本年度の支払利息

が 94,951 千円で，前年度に比べ 5,371 千円(5.4％)減少したこと等によるものであ

る。 

 

ウ 特別損失 

本年度は 51,418 千円で，前年度に比べ 3,836 千円(6.9％)減少している。これは，

漏水等による過年度分水道料金調定額の減少に伴う過年度損益修正損が本年度

2,723 千円で，前年度に比べ 3,782 千円(58.1％）減少したこと等によるものである。 

 

なお，経営成績に関しての比較損益計算書は，次頁の表のとおりである。 



- 14 - 

 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

Ａ 3,249,563 100.0 3,222,574 100.0 26,989 0.8

Ｂ 3,154,735 97.1 3,128,293 97.1 26,442 0.8

給 水 収 益 3,131,540 96.4 3,109,210 96.5 22,330 0.7

受 託 工 事 収 益 7,249 0.2 10,503 0.3 △ 3,254 △ 31.0

そ の 他 営 業 収 益 15,946 0.5 8,580 0.3 7,366 85.9

Ｃ 94,828 2.9 94,281 2.9 547 0.6

受 取 利 息 887 0.0 2,594 0.1 △ 1,707 △ 65.8

長期前受金戻入 92,793 2.9 90,392 2.8 2,401 2.7

雑 収 益 1,148 0.0 1,295 0.0 △ 147 △ 11.4

Ｄ 0 0.0 0 0.0 0 0.0

Ｅ 3,146,525 100.0 3,102,593 100.0 43,932 1.4

Ｆ 3,000,103 95.4 2,946,294 95.0 53,809 1.8

原水及び受水費 1,599,805 50.8 1,593,912 51.4 5,893 0.4

配水及び給水費 339,968 10.8 341,813 11.0 △ 1,845 △ 0.5

受 託 工 事 費 8,288 0.3 12,236 0.4 △ 3,948 △ 32.3

業 務 費 139,221 4.4 148,146 4.8 △ 8,925 △ 6.0

総 係 費 51,779 1.7 55,780 1.8 △ 4,001 △ 7.2

減 価 償 却 費 849,825 27.0 777,203 25.0 72,622 9.3

資 産 減 耗 費 11,217 0.4 17,204 0.6 △ 5,987 △ 34.8

Ｇ 95,004 3.0 101,045 3.2 △ 6,041 △ 6.0

支 払 利 息 94,952 3.0 100,323 3.2 △ 5,371 △ 5.4

雑 支 出 52 0.0 722 0.0 △ 670 △ 92.8

Ｈ 51,418 1.6 55,254 1.8 △ 3,836 △ 6.9

過年度損益修正損 2,723 0.1 6,505 0.2 △ 3,782 △ 58.1

そ の 他 特 別 損 失 48,651 1.5 48,651 1.6 0 0.0

固 定 資 産 売 却 損 44 0.0 98 0.0 △ 54 △ 55.1

△ 20,779 △ 11.9

－－

－

純 利 益 （ △ 純 損 失 ）
119,981

175,235

Ａ － Ｅ
△ 16,943 △ 14.1

総 費 用

154,456

総 収 益

営 業 費 用

103,038

営 業 外 費 用

特 別 損 失

比　較　損　益　計　算　書

（単位：千円・％）

区　　分　　

　　科　　目

比較増減平成２９年度

経 常 利 益 （ △ 経 常 損 失 ）
（ Ｂ ＋ Ｃ ） － （ Ｆ ＋ Ｇ ）

営 業 収 益

平成２８年度

営 業 外 収 益

特 別 利 益

－
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４ 財政状況【貸借対照表】 

 

本年度の財政状況は，資産合計及び負債資本合計ともに 23,093,663 千円で，前年度に比

べ 204,979 千円(0.9％)増加している。 

 

（１）資  産 

資産の構成を見ると，固定資産が 89.7％，流動資産が 10.3％となっており，固定資

産中の有形固定資産が総資産の 89.7％を占めている。 

 

ア 固定資産 

固定資産は 20,712,832 千円で，前年度に比べ 391,539 千円(1.9％)増加している。 

 

（ア）有形固定資産 

本年度は 20,711,943 千円で，前年度に比べ 391,532 千円(1.9％)増加している。

これは，構築物が前年度に比べ 546,370 千円（3.2％）増加したこと等によるもので

ある。 

（イ）無形固定資産 

本年度も，電話加入権 741 千円の資産となっている。 

（ウ）投 資 

本年度は 148 千円で，前年度に比べ 7千円(5.0％)増加している。 

 

イ 流動資産 

本年度は 2,380,831 千円で，前年度に比べ 186,560 千円(7.3％)減少している。これ

は，主に有価証券が皆減したこと等によるものである。 

 

（２）負債・資本 

負債・資本の構成を見ると，固定負債が 24.4％，流動負債が 3.3 ％，繰延収益が 12.5％，

資本金が 54.3％，剰余金が 5.5％となっている。 

 

ア 固定負債 

本年度は 5,644,142 千円で，前年度に比べ 7,865 千円（0.1％）減少している。これ

は，退職給付引当金が前年度に比べ 48,651 千円（33.3％）増加した一方，企業債が

前年度に比べ 56,516 千円（1.1％）減少したことによるものである。 
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イ 流動負債 

本年度は763,808千円で，前年度に比べ89,576千円(13.3％)増加している。これは，

主に未払金が前年度に比べ 174,028 千円（73.4％）増加したこと等によるものである。 

 

なお，企業債の状況と給水収益に対する企業債の元利償還額の状況は，次表のとおり

である。 

企　　業　　債　　の　　状　　況

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

6,045,296

発　行　額
償　還　額
（元金）

未償還残高 すう勢比区　　　分

平成２５年度

平成２６年度

423,105 5,872,192

200,000 398,651 5,673,541

294,000 486,550 6,284,306

200,000 439,010

250,000 379,817 5,543,723

（単位：千円・％）

100.0

96.2

93.4

90.3

88.2

250,000

 

給水収益に対する企業債の元利償還額の状況

（単位：千円・％）

　区　　　分
給水収益 償　　　還　　　額

Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ Ｄ／Ａ
Ａ 元金 Ｂ 利息 Ｃ 計B＋C＝D

平成２５年度 3,211,959 486,550 111,922 598,472 15.1 3.5 18.6

平成２６年度 3,166,305 439,010 109,098 548,108 13.9 3.4 17.3

平成２７年度 3,193,988 423,105 105,758 528,863 13.2 3.3 16.6

474,768 12.1 3.0 15.2

平成２８年度 3,109,210 398,651 100,322 498,973 12.8 3.2 16.0

平成２９年度 3,131,540 379,817 94,951
 

 

ウ 繰延収益 

本年度は 2,878,440 千円で，前年度に比べ 20,230 千円（0.7％）増加している。こ

れは，長期前受金が前年度に比べ 112,259 千円(2.7％)増加したこと等によるもので

ある。 

 

エ 資本金 

本年度は 12,547,650 千円で，前年度に比べ 168,715 千円(1.4％)増加している。こ
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れは，前年度の利益剰余金 168,715 千円を資本金に組み入れたことによるものである。 

 

オ 剰余金 

本年度は 1,259,623 千円で，前年度に比べ 65,677 千円(5.0％)減少している。これ

は，当年度未処分利益剰余金が前年度に比べ 65,677 千円(33.1％)減少したことによる

ものである。 

 

なお，財政状況に関しての比較貸借対照表は，次頁の表のとおりである。 
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金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

20,712,832 89.7 20,321,293 88.8 391,539 1.9

20,711,943 89.7 20,320,411 88.8 391,532 1.9

土 地 375,354 1.6 375,354 1.7 0 0.0

建 物 472,418 2.1 487,933 2.1 △ 15,515 △ 3.2

構 築 物 17,856,294 77.3 17,309,924 75.6 546,370 3.2

機 械 及 び 装 置 1,810,468 7.9 1,949,608 8.5 △ 139,140 △ 7.1

車 両 運 搬 具 5,952 0.0 5,281 0.0 671 12.7

工具器具及び備品 1,117 0.0 1,239 0.0 △ 122 △ 9.8

建 設 仮 勘 定 190,340 0.8 191,072 0.9 △ 732 △ 0.4

741 0.0 741 0.0 0 0.0

電 話 加 入 権 741 0.0 741 0.0 0 0.0

148 0.0 141 0.0 7 5.0

そ の 他 投 資 148 0.0 141 0.0 7 5.0

2,380,831 10.3 2,567,391 11.2 △ 186,560 △ 7.3

2,002,165 8.7 1,971,301 8.6 30,864 1.6

358,077 1.5 376,432 1.6 △ 18,355 △ 4.9

△ 5,630 △ 0.0 △ 4,180 △ 0.0 △ 1,450 △ 34.7

0 0.0 200,000 0.9 △ 200,000 △ 100.0

25,889 0.1 23,508 0.1 2,381 10.1

材 料 25,889 0.1 23,508 0.1 2,381 10.1

330 0.0 330 0.0 0 0.0

開 発 費 0 0.0 0 0.0 0 皆減
23,093,663 100.0 22,888,684 100.0 204,979 0.9

有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

比較増減

無 形 固 定 資 産

投 資

　　科　　目

平成２８年度

（単位：千円・％）

比較貸借対照表

流 動 資 産

貯 蔵 品

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

区　　分　　 平成２９年度

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

5,644,142 24.4 5,652,007 24.7 △ 7,865 △ 0.1

5,237,208 22.7 5,293,724 23.1 △ 56,516 △ 1.1

406,934 1.7 358,283 1.6 48,651 13.6

修 繕 引 当 金 212,330 0.9 212,330 0.9 0 0.0

退職給付引当金 194,604 0.8 145,953 0.7 48,651 33.3

763,808 3.3 674,232 3.0 89,576 13.3

306,516 1.3 379,817 1.7 △ 73,301 △ 19.3

411,167 1.8 237,139 1.0 174,028 73.4

11,541 0.1 11,359 0.1 182 1.6

賞 与 引 当 金 9,631 0.1 9,653 0.1 △ 22 △ 0.2

法定福利費引当金 1,910 0.0 1,706 0.0 204 12.0

34,584 0.1 45,917 0.2 △ 11,333 △ 24.7

2,878,440 12.5 2,858,210 12.4 20,230 0.7

4,219,053 18.3 4,106,794 17.9 112,259 2.7

△ 1,340,613 △ 5.8 △ 1,248,584 △ 5.5 △ 92,029 △ 7.4

9,286,390 40.2 9,184,449 40.1 101,941 1.1

12,547,650 54.3 12,378,935 54.1 168,715 1.4

1,259,623 5.5 1,325,300 5.8 △ 65,677 △ 5.0

361,162 1.6 361,162 1.6 0 0.0

国 庫 補 助 金 361,162 1.6 361,162 1.6 0 0.0

898,461 3.9 964,138 4.2 △ 65,677 △ 6.8

建設改良積立金 400,000 1.7 400,000 1.7 0 0.0

財 調 積 立 金 365,834 1.6 365,834 1.6 0 0.0

当年度未処分利益剰余金 132,627 0.6 198,304 0.9 △ 65,677 △ 33.1

13,807,273 59.8 13,704,235 59.9 103,038 0.8

23,093,663 100.0 22,888,684 100.0 204,979 0.9

企 業 債

引 当 金

繰 延 収 益

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

資 本 計

負 債 資 本 合 計

（単位：千円・％）

区　　分　　 平成２９年度 平成２８年度 比較増減

　　科　　目

固 定 負 債

流 動 負 債

利 益 剰 余 金

負 債 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
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平 成 ２ ９ 年 度 

 

 

 

 

決 算 審 査 資 料
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資　料　　１

　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比

１　営業費用 3,000,103 92.4 2,946,294 91.4 53,809 1.8

(1) 原水及び受水費 1,599,805 49.2 1,593,912 49.5 5,893 0.4

(2) 配水及び給水費 339,968 10.5 341,813 10.6 △ 1,845 △ 0.5

(3) 受 託 工 事 費 8,288 0.3 12,236 0.4 △ 3,948 △ 32.3

(4) 業 務 費 139,221 4.3 148,146 4.6 △ 8,925 △ 6.0

(5) 総 係 費 51,779 1.6 55,780 1.7 △ 4,001 △ 7.2

(6) 減 価 償 却 費 849,825 26.2 777,203 24.1 72,622 9.3

(7) 資 産 減 耗 費 11,217 0.3 17,204 0.5 △ 5,987 △ 34.8

２　営業外費用 95,004 2.9 101,045 3.2 △ 6,041 △ 6.0

(1) 支 払 利 息 94,952 2.9 100,323 3.1 △ 5,371 △ 5.4

(2) 雑 支 出 52 0.0 722 0.1 △ 670 △ 92.8

３　特別損失 51,418 1.6 55,254 1.7 △ 3,836 △ 6.9

(1) 過年度損益修正損 2,723 0.1 6,505 0.2 △ 3,782 △ 58.1

(2) その他特別損失 48,651 1.5 48,651 1.5 0 0.0

(3) 固定資産売却損 44 0.0 98 0.0 △ 54 △ 55.1

3,146,525 96.8 3,102,593 96.3 43,932 1.4

当 年 度 純 利 益 103,038 3.2 119,981 3.7 △ 16,943 △ 14.1

3,249,563 100.0 3,222,574 100.0 26,989 0.8合　　　　計

（　小　　　計　）

平成２８年度
比較増減 増減率

　区　分
　

科　目

年 度 別 比 較

借　　　　　　　　　　　　　方

平成２９年度
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金　　額 構成比 金　　額 構成比

１　営業収益 3,154,735 97.1 3,128,293 97.1 26,442 0.8

(1) 給 水 収 益 3,131,540 96.4 3,109,210 96.5 22,330 0.7

(2) 受 託 工 事 収 益 7,249 0.2 10,503 0.3 △ 3,254 △ 31.0

(3) その他営業収益 15,946 0.5 8,580 0.3 7,366 85.9

２　営業外収益 94,828 2.9 94,281 2.9 547 0.6

(1) 受 取 利 息 887 0.0 2,594 0.1 △ 1,707 △ 65.8

(2) 長期前受金戻入 92,793 2.9 90,392 2.8 2,401 2.7

(3) 雑 収 益 1,148 0.0 1,295 0.0 △ 147 △ 11.4

３　特別利益 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3,249,563 100.0 3,222,574 100.0 26,989 0.8合　　　　計

比較増減 増減率
　平成２９年度 　平成２８年度　区　分

　
科　目

損 益 計 算 書
（単位：千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　方
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区　分 　区　分

　科　目 　金　　額 構成比 　金　　額 構成比

1 20,712,832 89.7 20,321,293 88.8 391,539 1.9

(1) 有 形 固 定 資 産 20,711,943 89.7 20,320,411 88.8 391,532 1.9

ァ 土 地 375,354 1.6 375,354 1.7 0 0.0

ィ 建 物 472,418 2.1 487,933 2.1 △ 15,515 △ 3.2

ゥ 構 築 物 17,856,294 77.3 17,309,924 75.6 546,370 3.2

エ 機 械 及 び 装 置 1,810,468 7.9 1,949,608 8.5 △ 139,140 △ 7.1

ォ 車 両 運 搬 具 5,952 0.0 5,281 0.0 671 12.7

ヵ 工具器具及び 備品 1,117 0.0 1,239 0.0 △ 122 △ 9.8

キ 建 設 仮 勘 定 190,340 0.8 191,072 0.9 △ 732 △ 0.4

　(2)　無形固定資産(2) 無 形 固 定 資 産 741 0.0 741 0.0 0 0.0

ァ 電 話 加 入 権 741 0.0 741 0.0 0 0.0

(3) 投 資 148 0.0 141 0.0 7 5.0

ァ そ の 他 投 資 148 0.0 141 0.0 7 5.0

2 2,380,831 10.3 2,567,391 11.2 △ 186,560 △ 7.3

(1) 現 金 預 金 2,002,165 8.7 1,971,301 8.6 30,864 1.6

(2) 未 収 金 358,077 1.5 376,432 1.6 △ 18,355 △ 4.9

(3) 貸 倒 引 当 金 △ 5,630 0.0 △ 4,180 0.0 △ 1,450 △ 34.7

(3) 有 価 証 券 0 0.0 200,000 0.9 △ 200,000 100.0

(4) 貯 蔵 品 25,889 0.1 23,508 0.1 2,381 10.1

　　ァ　材　　　料ァ 材 料 25,889 0.1 23,508 0.1 2,381 10.1

(5) そ の 他 流 動 資 産 330 0.0 330 0.0 0 0.0

23,093,663 100.0 22,888,684 100.0 204,979 0.9

流 動 資 産

資　産　合　計

資　料　　２

年 度 別 比 較

借　　　　　　　　　　　　　方

固 定 資 産

平成２９年度 平成２８年度
比較増減 増減率
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区　分 　区　分

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比

1 5,644,142 24.4 5,652,007 24.7 △ 7,865 △ 0.1

(1) 企 業 債 5,237,208 22.7 5,293,724 23.1 △ 56,516 △ 1.1

(2) 引 当 金 406,934 1.7 358,283 1.6 48,651 13.6

ア 修 繕 引 当 金 212,330 0.9 212,330 0.9 0 0.0

ィ 退職給付引当金 194,604 0.8 145,953 0.7 48,651 33.3

2 763,808 3.3 674,232 3.0 89,576 13.3

(1) 企 業 債 306,516 1.3 379,817 1.7 △ 73,301 △ 19.3

(2) 未 払 金 411,167 1.8 237,139 1.0 174,028 73.4

(3) 引 当 金 11,541 0.1 11,359 0.1 182 1.6

ア 賞 与 引 当 金 9,631 0.1 9,653 0.1 △ 22 △ 0.2

イ 法定福利費引当金 1,910 0.0 1,706 0.0 204 12.0

(4) その他流動負債 34,584 0.1 45,917 0.2 △ 11,333 △ 24.7

3 2,878,440 12.5 2,858,210 12.4 20,230 0.7

(1) 長 期 前 受 金 4,219,053 18.3 4,106,794 17.9 112,259 2.7

(2) 収 益 化 累 計 額 △ 1,340,613 △ 5.8 △ 1,248,584 △ 5.5 △ 92,029 △ 7.4

9,286,390 40.2 9,184,449 40.1 101,941 1.1

1 12,547,650 54.3 12,378,935 54.1 168,715 1.4

2 1,259,623 5.4 1,325,300 5.8 △ 65,677 △ 5.0

(1) 資 本 剰 余 金 361,162 1.6 361,162 1.6 0 0.0

ア 国 庫 補 助 金 361,162 1.6 361,162 1.6 0 0.0

(2) 利 益 剰 余 金 898,461 3.9 964,138 4.2 △ 65,677 △ 6.8

ア 建設改良積立金 400,000 1.7 400,000 1.7 0 0.0

イ 財 調 積 立 金 365,834 1.6 365,834 1.6 0 0.0
ウ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 132,627 0.6 198,304 0.9 △ 65,677 △ 33.1

13,807,273 59.8 13,704,235 59.9 103,038 0.8

23,093,663 100.0 22,888,684 100.0 204,979 0.9

負　債　合　計

資　本　合　計

（単位：千円・％）

貸　　　　　　　　　　　　　方

平成２９年度 平成２８年度
比較増減 増減率

負 債・資 本 合 計

繰 延 収 益

固 定 負 債

流 動 負 債

剰 余 金

貸 借 対 照 表

資 本 金
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資　料　　３

（単位：千円）

平成29年度 平成28年度 比較増減

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 103,038 119,981 △ 16,943

減価償却費 849,825 777,203 72,622

固定資産除却費 11,217 17,204 △ 5,987

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,450 △ 2,847 4,297

長期前受金戻入額 △ 92,793 △ 90,392 △ 2,401

受取利息及び受取配当金 △ 887 △ 2,594 1,707

支払利息 94,951 100,323 △ 5,372

業務未収金の増減額（△は増加） 3,149 48,767 △ 45,618

業務未払金の増減額（△は減少） △ 44,453 △ 290,680 246,227

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,381 △ 3,667 1,286

賞与引当金の増減額 △ 22 △ 1,204 1,182

法定福利費引当金の増減額 204 △ 33 237

退職給付引当金の増減額 48,651 48,651 0

その他流動資産の増減額 0 0 0

その他流動負債の増減額 △ 11,333 △ 1,195 △ 10,138

小計 960,616 719,517 960,616

利息及び配当金の受取額 887 2,594 △ 1,707

利息の支払額 △ 94,951 △ 100,323 5,372

業務活動によるキャッシュ・フロー 866,552 621,788 244,764

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,232,037 △ 1,740,963 508,926

投資による支出 △ 7 △ 7 0

その他長期前受金の収入 3,494 14,542 △ 11,048

加入金の収入 75,450 97,310 △ 21,860

工事負担金の収入 13,542 0 13,542

有価証券による収入 200,000 0 200,000

固定資産取得に係る未収金の増減額（△は増加） 15,206 △ 11,394 26,600

固定資産取得に係る未払金の増減額（△は減少） 218,480 61,405 157,075

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 705,872 △ 1,579,107 873,235

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 250,000 200,000 50,000

企業債の償還による支出 △ 379,817 △ 398,651 18,834

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 129,817 △ 198,651 68,834

４．資金増加額（又は減少額） 30,863 △ 1,155,970 1,186,833

５．資金期首残高 1,971,302 3,127,272 △ 1,155,970

６．資金期末残高 2,002,165 1,971,302 30,863

科　　　目

キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

（平成29年4月1から平成30年3月31日まで）
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資料  ４　  経 営 分 析 一 覧

平成２９年度 平成２８年度

総収益

総費用

営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費用

営業収益－受託工事収益

期首自己資本＋期末自己資本

2

営業収益－受託工事収益

期首固定資産＋期末固定資産

2

営業収益－受託工事収益

期首未収金＋期末未収金

2

経常利益－経常損失

期首負債資本合計＋期末負債資本合計

2

建設改良のための企業債償還元金

当年度減価償却費－長期前受金戻入

当年度減価償却費

有形固　無形固　土　建　設　当年度減

定資産　定資産　地　仮勘定　価償却費

流動資産

流動負債

現金及び預金＋未収金－貸倒引当金

流動負債

営業収益－受託工事収益

期首流動資産＋期末流動資産

2

　　資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

　　　　　　　　負債資本合計

固定資産

固定資産＋流動資産＋繰延資産

　　　　　　　　　固定資産

固定負債＋資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固定資産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固定負債

負債資本合計

１日平均配水量

配水能力

１日最大配水量

配水能力

１日平均配水量

１日最大配水量

年間総有収水量

年間総配水量

年間総配水量

有形固定資産

財

務

の

状

態

施

設

の

効

率

性

分析項目

収

益

性

及

び

資

産

の

状

態

計　　　算　　　式

総収支比率 (％)

営業収支比率 (％)

固定資産回転率

103.3 103.9

経常収支比率 (％) 105.0 105.8

105.2 106.3

自己資本回転率 (回) 0.190 0.189

(回) 0.156 0.156

未収金回転率 (回) 8.295 8.008

総資本利益率 (％) 0.7 0.8

企業債償還元金
対減価償却費比率

(％) 50.2 58.0

減価償却率 (％) 4.0 3.8

流動比率 (％) 311.7 380.8

当座比率 (％) 308.3 347.6

流動資産回転率 (回) 1.061 1.019

自己資本構成比率 (％) 72.3 72.4

固定資産構成比率 (％) 89.7 88.8

固定資産対長期資本比率 (％) 92.8 91.5

固定比率 (％) 124.1 122.7

固定負債構成比率 (％) 24.4 24.7

施設利用率 (％) 57.6 57.0

最大稼働率 (％) 62.9 62.3

負荷率 (％) 91.6 91.5

有収率 (％) 92.4 92.8

固定資産使用効率 (ｍ3／万円) 7.1 7.2

＋ －－

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

×100

＋

×100
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＊同規模平均 ＊全国平均 分　析　項　目　説　明

＊平成２８年度水道事業経営指標における同規模平均（受水を主とするもの・給水人口10万人以上15万人未満・有収水量密度全国平均未満）と

　全国平均（受水を主とするもの・全国計・全平均）の指標による。

7.4 8.4

87.1 91.7

87.2 89.7

65.9 70.2

57.5 63.0

28.2 22.3

129.4 118.0

91.5 90.6

87.9 86.8

67.9 73.6

1.030 0.883

302.2 303.2

309.0 316.0

4.0 4.1

66.4 65.9

7.804

1.1 1.5

0.141 0.134

10.651

0.184 0.160

108.6 112.8

102.4 104.4

109.9 113.1

経営する側から総資本（負債・資本合計）の収益性を見るもので，事業の経常的な収益力を総合的に
表す指標である。
この指標が高いほど，総合的な収益性が高いことになる。

投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る指標である。
この比率が100%を下回っていることが望ましい。

総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すものである。
この比率が高いほど良い。

経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すものである。
この比率が高いほど経常利益率が良い。

営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すものである。
この比率が高いほど営業利益率が良い。

自己資本（資本金・剰余金・評価差額等・繰延収益）の効率を総資本から切り離して測定するもので
ある。
指数が高いほど企業の体質が強く安定している。

固定資産に対する営業収益の割合であり，期間中に固定資産の何倍の営業収益があったかを示すもの
である。
この回転率が高いほど施設が有効に稼働していることを示している。

未収金に対する営業収益の割合を表す。
この率が高いほど未収期間が短く，早く回収されていることを表している。

償却対象固定資産に対する平均償却率である。
水道事業の施設は比較的耐用年数の長いものによって構成されているので，一般にこの率は低く
（3％前後），平準化した設備投資や統一的な償却方法である限り，極端な変動はない。

流動負債に対する流動資産の割合であり，短期債務に対する支払能力を表している。
流動比率は100％以上であることが必要であり，下回ると不良債務が発生していることになる。

流動負債に対する支払手段として，現金・預金，未収金といった当座資産の割合を示すものであり，
短期債務に対する支払能力を表している。流動比率とともに支払能力の指標である。

流動資産の経営活動における回転度を表すものである。
この率が過大であるときは流動資産の平均保有高が過小であり，過小であるときは流動資産の平均保
有高が過大であることを表している。

総資本（負債・資本）に占める自己資本の割合であり，事業経営の安定化を図るためには，この率が
高い方が望ましい。

総資産（固定資産・流動資産・繰延資産）の中で固定資産の占める割合を示すものである。
この比率は低い方が柔軟な経営が可能となるが，水道事業は施設型の事業のため高めである。

固定資産の調達が長期資本の範囲でまかなわれていることを示し，低いほど安定性が高く100%以下が
望ましい。

配水能力に対する平均配水量の割合を示すもので，施設の利用状況を判断する指標である。

配水能力に対する最大配水量の割合を示すもので，この率が極端に低いと過大投資を示し，逆の場合
は安定的な給水に問題を残しているといえる。

最大配水量に対する平均配水量を示すもので，施設の利用状況を判断する指標である。

総配水量に対する総有収水量（料金収入を伴った水量）の割合であり，この率が限りなく100%に近い
ことが望ましい。

有形固定資産に対する年間総配水量の割合を示すもので，この比率が高いほど施設が効率的であるこ
とを意味している。

固定資産は自己資本（自己資本金，剰余金）によって賄われるべきであるとする企業財政上の原則か
ら，比率は100%以下が望ましい。

総資本（負債・資本）とこれを構成する固定負債の関係を示すものであり，事業体の他人資本依存度
を示す指標であるため，この比率が低い方が望ましい。
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